
（様式2）

計画どおり事業を進めることが適当

その他

計画どおり事業を進めることが適当

A

効 率 性

B　効率性が認められる

A

課 題

５９０冊５００冊

A　目標どおり達成している

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　有効性が高いB　必要性がある

事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

57,991

事務事業の評価

人工数（人役）

　交付件数

５９０冊

予算現額（円）

５００冊

①保健と医療による情報の共有が可能となっているが、連携に用いる
ためには、他職種や関係機関に活用について周知することが必要。
②交付したままで、実際の活用状況の把握が出来ていない。

①について・・・・当事業について、関係機関に伝える機会を作る。 ・
被交付者自身が手帳を保持していることや記録している内容を関係機
関に提示するとともに、必要事項の記入を依頼する。
②について・・・保健事業実施時に健康手帳の活用状況を確認する。

27,000

一 般 財 源

合　　　計
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　交付件数

目標値（単位） 実績値（単位）

国 庫 支 出 金

実績値B（単位）

成果指標
の到達度

（B/A）

成果指標

目標値A（単位）

決算額（円）

継続

1 PLAN

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　）

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

活動指標

％

中項目（施策） 小項目（基本事業）

健康増進事業費（補助） 一般会計

大項目（政策）

細々目 15

保健衛生費 目

健康増進事業費

改 善 策

27,000(46.6%)

57,991

経常

昭和５８年に制定された老人保健法に
より事業開始。平成１４年、新たに制
定された健康増進法９条に基づき継続
実施。

４０歳以上の保健事業利用者や交付希
望者に対して交付する。被交付者自身
の健康診査の結果を含め、保健事業の
利用状況や受療状況等を記録すること
で、自分自身のカルテとなるよう情報
の整理及び医療と保健の連携の一手段
を担う物となる。

健康診査・健康相談・健康教育・家庭
訪問の機会に使用方法を説明し、交付
する。

平成２３年度　事務事業評価シート

歳出

事業名 健康手帳の交付事業

4 衛生費

57,991

（
割
合

）

財
源
内
訳

30,991(53.4%)

(      )

人 件 費 概 算

成 果 指 標 の 達 成 度有 効 性

人件費（円）

30,991

(      )

(      )

需用費 57,991

1

4 ACTION

2 DO

合　　　計

必 要 性

2,268,560

57,991

地 方 債

そ の 他

県 支 出 金

1

予算現額（円） 決算額（円）

1

成人保健係健康増進課

事業の内容（対象・目的・意図）

会計種別

予算種別

予算費目
款

細　目

支
出
内
訳

57,991

No

生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

健康づくりの推進

課名

事業実施の手段・手順

項

地域ぐるみの健康づくりの充実3 1 1
施策体系

保健衛生総務費

3 CHECK

0.4
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（様式2）

その他

AA
計画どおり事業を進めることが適当 計画どおり事業を進めることが適当

4 ACTION
課 題 改 善 策

①他の事業への出務等で保健師が不在の場合、相談依頼に即時対応
が出来ず、折り返しの対応をする場合がある。
②これまで健康相談を利用する目的のひとつが健康問題や不安につ
いての解決の手段であったが、昨今テレビの情報番組やインターネット
の普及の影響もあり、わざわざ決められた日程に合わせての健康相談
のメリットが薄くなっている。また、参加者の減少により開催回数や開催
場所も少なくなっている。

①相談受理可能な人材の適正配置が必要。
②実施側が設定した日時や場所に合わせての相談だけではなく、利用
したいときに気軽に利用できる窓口としての周知を住民に図っていく。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある A　有効性が高い A　効率性が高い A　目標どおり達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.7 3,422,240

合　　　計 245,448 229,815 合　　　計 245,448 229,815

一 般 財 源 (26%) 75,448 59,815

そ の 他 (      )

(      )

需用費 158,395 158,395 県 支 出 金 (74%) 170,000 170,000支
出
内
訳

報償費 28,200 28,200

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

役務費 58,853 43,220 地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円）

(      )

決算額（円）

24回 24回 2,316件 2,316件
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）定期開催回数 相談依頼に対しての受理状況

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
100

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

昭和５８年に制定された老人保健法に
より事業開始。平成１４年、新たに制
定された健康増進法１７条第１項に基
づき継続実施。

疾病の早期発見及び健康の確認、さら
なる健康増進の場として、相談者の
ニーズを的確に把握し、それに対応し
た保健指導を行い、相談者が自主的に
問題解決する方向へと導く。

両保健センターでそれぞれ月１回、定
例で実施。又、健康教育の機会等参加
者を対象に実施。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 経常

1 保健衛生総務費

細　目 5 健康増進事業費 細々目 1 健康増進事業費（補助） 会計種別 一般会計

事業名 健康相談事業

予算費目
款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

成人保健係 No 2

小項目（基本事業）

3
生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

1 健康づくりの推進 1 地域ぐるみの健康づくりの充実
施策体系

大項目（政策） 中項目（施策）

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 健康増進課
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（様式2）

その他

A
計画どおり事業を進めることが適当

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

①開催日時が平日の昼間が主となるため、若い世代からの生活習慣
に結びつく取り組みが困難。
②成果指標となる意欲や認識度の確認が必要。

①について・・・要請があれば、土日や夜間でも対応可能であることを周
知するとともに、地域職域との連携を充実する。
②について・・・アンケート等を用いて確認するとともに、それらから市民
の意見を聞き取り、次の事業の検討へとつなげていく。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある A　有効性が高い A　効率性が高い A　目標どおり達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

1.2 6,318,800

合　　　計 610,927 609,797 合　　　計 610,927 609,797

一 般 財 源 (17.3%) 106,927 105,797

そ の 他 (      )

(      )

役務費 77,000 75,870 県 支 出 金 (82.7%) 504,000 504,000支
出
内
訳

需用費 533,927 533,927

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円）

(      )

決算額（円）

69回 ６９回 1,856人 1,856人
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）健康教育実施回数 参加人数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
100

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

昭和５８年に制定された老人保健法に
より、心身の健康についての自覚を高
め、かつ、心身の健康に関する知識を
普及啓発するために行われる指導及び
教育として事業開始。平成１４年、新
たに制定された健康増進法１７条第１
項に基づき継続実施。

生活習慣病の予防及び健康増進等、健康
に関する正しい知識の普及を図ることによ
り、「自分の健康は自分で守る」という認識
と自覚を高め、壮年期からの健康の保持増
進に資することを目的として実施する。

老人クラブ、自治会、女性会や一般市民
を対象に、健康増進のために必要とする
教育のテーマにより実施。内容によって
は、体操などの実技も行う。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 経常

1 保健衛生総務費

細　目 5 健康増進事業費 細々目 1･2 健康増進事業費 会計種別 一般会計

事業名 健康教育事業

予算費目
款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

3
生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

1 健康づくりの推進 1 地域ぐるみの健康づくりの充実

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 健康増進課 成人保健係 No 3
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（様式2）

開催回数　　　８回 開催回数　　　８回

医療機関数　34ヶ所 医療機関数　34ヶ所

B　 事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要 事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

その他

B　

4 ACTION
課 題 改 善 策

①検診の実施状況の変更等により、受診方法が住民に十分周
知されていない。
②現在の受診率は、国の受診率の目標値に届かない。

①について・・・これまでも行っているＰＲの機会を継続すると共
に、さらに拡大する。
②について・・・ソーシャルキャピタルの活用により、地域に密着し
た啓発活動を推進する。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある B　有効性が認められる B　効率性が認められる
C　あまり目標を達成して

いない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

1.65 9,631,680

合　　　計 92,852,000 86,113,635 合　　　計 92,852,000 86,113,635

一 般 財 源 (79.8%) 77,206,000

10,250,400

68,894,235

委託料 89,433,000 82,869,424 そ の 他 (12.0%)

需用費 1,519,000 1,518,426 県 支 出 金 ( 8.2%)（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

役務費 1,874,000

6,928,000

(      )

歳出 予算現額（千円） 決算額（円） 歳入

8,718,000 6,969,000支
出
内
訳

報償費 26,000 18,800

予算現額（千円）

(      )

決算額（円）

50% 18.50%
％

37

1,706,985 地 方 債

2 DO

活動指標 成果指標
成果指標
の到達度

（B/A）集団健診の開催回数及び個別健診の受託医療機関数 受診率

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

昭和５７年に制定された老人保健法に
より事業開始。平成１４年、新たに制
定された健康増進法第１９条に基づき
継続実施。

心臓病、脳血管疾患等生活習慣病予防
対策の一環としてがん検診を実施して
いる。疾患を早期に発見し早期治療に
つなげる。

すこやか山陽小野田の各戸配布や市国
保で行われる特定健診受診券の送付時
に、がん検診の内容を掲載したパンフ
レットを同封するなど、がん検診の利
用の仕方を周知し、対象者がそれぞれ
の検診内容を集団健診か医療機関での
健診のいずれかを選択して受けるよう
勧める。また、一次審査の結果、精密
検査が必要となった者には個別に受診
勧奨を行う。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 経常

1 保健衛生総務費

細　目 5 健康増進事業費 細々目 2 健康増進事業費（単独） 会計種別 一般会計

事業名 健康増進法による健康診査事業（がん検診）

予算費目
款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

3
生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

1 健康づくりの推進 1 地域ぐるみの健康づくりの充実

平成２３年度　事務事業評価シート 部署名 #REF! 成人保健係 No 11
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（様式2）

その他

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

①がん要精検への受診勧奨について、精検依頼書の通知を訪
問で行ったが、受診率の向上は認められなかった。
②生活習慣病対策の対象事例への訪問ができていない。

①について・・・がん精検依頼書については、郵送で行い、未受
診者への受診勧奨を強化する。
②について・・・特定健診の結果から糖尿病予防及び悪化防止に
着眼した基準を設け、訪問対象者を選定し訪問する。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い B　有効性が認められる B　効率性が認められる B　概ね目標を達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

1 5,549,680

合　　　計 219,635 218,305 合　　　計 219,635 218,305

一 般 財 源 (84.4%) 185,635 184,305

そ の 他 (      )

(      )

役務費 41,000 39,670 県 支 出 金 (15.6%) 34,000 34,000支
出
内
訳

需用費 178,635 178,635

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円）

(      )

決算額（円）

１，４００　件 １，１１７　件 ８３５人 ６６１人
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）訪問件数 がん検診精密検査受診者数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
79.2

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

昭和５８年に制定された老人保健法に
より事業開始。平成１４年、新たに制
定された健康増進法１７条の第１項に
基づき継続実施。

対象者：がん検診により精密検査が必要と
判断された者においては、精密検査の必要
性や受診方法について説明し、精密検査結
果通知書を渡す。その他、他機関からの連
絡事例等訪問による支援が必要とされた事
例。

訪問対象となる事例を把握し、各小学校
区担当の保健師が訪問計画により実施。
必要に応じて継続訪問を行う。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 経常

1 保健衛生総務費

細　目 5 健康増進事業費 細々目 1 健康増進事業費(補助) 会計種別 一般会計

事業名 成人家庭訪問事業

予算費目
款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

3
生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

1 健康づくりの推進 1 地域ぐるみの健康づくりの充実

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 健康増進課 成人保健係 No 5
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（様式2）

その他
市民自らが健康づくりを実践するため、正しい知識の普及や保健事業について、行政と地域とをつなぐパイプ役としての地
区活動を活性化することが今後も必要である。

A
計画どおり事業を進めることが適当

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

①倍増計画を打ち出しているが、講座への参加者が少ない。
②推進員として活動してもらうことが前提なので、講座の内容が
多く、そのため期間も長くなっていることが参加をためらう要因と
なっている。
③開催が平日の昼間であることと回数が多い講座であるため参
加者の年齢が高く、以後の推進員として地域活動が困難。

①②について・・・養成講座の期間を短期にし、推進員となってか
らの育成支援を充実する。
③について・・・若い世代の参加が見込める対象を模索し、必要
であれば夜間や休日の開催を検討する。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある B　有効性が認められる B　効率性が認められる A　目標どおり達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

1.15 6,491,680

合　　　計 145,364 140,364 合　　　計 145,364 140,364

一 般 財 源 (63.4%) 85,364

51,400

88,964

そ の 他 (36.6%) 60,000

(      )

需用費 101,564 101,564 県 支 出 金 (      )支
出
内
訳

報償費 43,800 38,800

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円）

(      )

決算額（円）

実施回数　：　９０回 実施回数　：　９０回 50人 62　人
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）講座への参加者数
推進員倍増計画の実現に向けての1年間の育成数　　（Ｈ
２７末　：＋２１１人）

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
124

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

平成６年、国保安定化対策協議会を設置。
平成８年、先進地視察等を行い、被保険者
教育は一朝一夕にできるものではなく地道
な活動の積み重ねが必要だという共通認
識の中、平成９年度から講座を開催。修了
者を対象に平成１５年度から推進員養成講
座を」開催した。その後、平成１８年度から
ふたつの講座を合わせた「いきいき健康講
座」として開催。

生涯にわたる健康づくりを推進するため、
栄養・運動・休養など生活習慣の改善を行
い、自分のみならず、家族から地域へと健
康の輪を広げ健康の保持と適切な医療の
確保を図ることを目的とし、広報や自治会を
通じ参加者を募集して開催している。

①各中学校校区において２年１コースで
いきいき健康講座を実施 Ｈ２３（１年
目）竜王校区、埴生校区 （２年目）旧
小野田全校区、厚狭・厚陽中学 校区
②講座終了後は、推進員活動を支援して
いく。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 経常

1 保健衛生総務費

細　目 5 健康増進事業費 細々目 1 健康増進事業費(補助) 会計種別 一般会計

事業名 健康推進員育成事業

予算費目
款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

3
生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

1 健康づくりの推進 1 地域ぐるみの健康づくりの充実

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 健康増進課 成人保健係 No 6
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（様式2）

その他

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

ステーションはハード面での登録しかなく、ソフト面での登録がない。 ソフト面での登録を増やして行くよう、ステーションの役割を明確にし、
PRを行う。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある B　有効性が認められる B　効率性が認められる C　あまり目標を達成していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

1.2 7,536,000

合　　　計 90,000 90,000 合　　　計 90,000 90,000

一 般 財 源 (100%) 90,000 90,000

そ の 他 (      )

(      )

県 支 出 金 (      )支
出
内
訳

負担金、補助及び交付金 90,000 90,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円）

(      )

決算額（円）

２４回 ２６回 ３０６人 １２６人
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）部会の活動回数 参加人数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
41.2

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

平成12年「21世紀における国民健康づ
くり運動(健康日本21）」が開始。健康
を増進し発病を予防する「一次予防」
に重点をおいた対策を推進することに
より、壮年期死亡の減尐、健康寿命の
延伸、生活の質の向上を図ることとし
た。
また、平成14年健康増進法を制定。健
康日本21を中核とする国民健康づく
り・疾病予防をさらに積極的に推進す
ることとなった。

平成21年に策定したSOS山陽小野田市健
康づくり計画、また平成23年に策定し
た山陽小野田市食育推進計画により、
市民みんなが、安心して、健康な生活
を送れるまちの実現にむけ、市民一人
ひとりが、自分なりの目指すべき健康
的な生き方をもてるように事業をおこ
なった。

SOS健康づくり計画運営委員会による
活動、情報ステーションの事業、健康
づくり推進協議会による活動、また行
政が行う保健事業で、連絡・調整を行
いながら、健康づくりに関する事業を
展開した。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 経常

1 保健衛生総務費

細　目 6 健康づくり事業費 細々目 2 健康づくり事業費 会計種別 一般会計

事業名 健康づくり計画推進事業

予算費目
款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

3
生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

1 健康づくりの推進 1 地域ぐるみの健康づくりの充実

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 健康増進課 成人保健係 No 7
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（様式2）

その他

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

4 ACTION
課 題 改 善 策

①「こころのサポーター」は34人養成したが、サポーターが対象に会った
時に相談先や受診できる医療機関を紹介するための資料がなく、つな
ぐ役割が果たしにくい。また、地域でのうつ病や自殺に対する偏見は根
強く、まだまだ普及啓発をする必要がある。
②「こころのサポーター」自身の精神的な負担を軽減したり、役割を明
確にしたり、どのようにつないだら良いかを考える機会が必要。

①いざという時の相談先や医療機関一覧、またこのような症状がある時
には受診をというようなパンフレットを作成し、こころのサポーターに配
布するとともに、健康教育等のあらゆる機会を通じて自殺対策について
説明をする。（H24から実施する予定）
②こころのサポーターの教育の機会を作る。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い A　目標どおり達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.6 3,768,000

合　　　計 474,000 467,941 合　　　計 474,000 467,941

一 般 財 源 ( 0.2% ) 7,000 941

そ の 他 (      )

(99.8%) 467,000 467,000

報償費 200,000 195,000 県 支 出 金 (      )支
出
内
訳

需用費 274,000 272,941

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円）

(      )

決算額（円）

2回 ２回 30人 34人
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）こころのサポーター養成講座開催数 こころのサポーター養成数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
113

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

平成18年、自殺対策基本法施行。
自殺死亡者数は平成9年まで年間2万5千
人前後で推移していたが、平成10年に
急増し3万人を超え、以後もその水準で
推移している。現下の経済情勢を踏ま
え、追い込まれた人に対するセーフ
ティネットとして地域における自殺対
策の強化が課題である。
平成22年より自殺対策緊急強化基金を
利用。

○普及啓発事業（目的）地域における
自殺対策強化のため自殺やうつ病等に
ついて正しい知識の普及啓発を図っ
た。（対象）市民、職員○人材育成事
業（目的）うつ病や自殺に関する基礎
知識を持ち、相談等を通じて相手の心
身の不調に気づき、必要に応じて相談
機関につなぐことが出来るこころのサ
ポーターを養成し、こころの健康を見
守る地域づくりを推進した。（対象）
民生委員、福祉員、ボランティア

○普及啓発事業：講演会、班回覧等で
睡眠キャンペーンのチラシを配布し
た。自殺対策キャンペーンで健康相談
の実施やパンフレットを配布した。
○人材育成事業 2回1コースで「ここ
ろのサポーター養成講座」を開催し
た。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 経常

1 保健衛生総務費

細　目 6 健康づくり事業費 細々目 2 健康づくり事業費 会計種別 一般会計

事業名 自殺対策事業(支援者養成事業）

予算費目
款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

3
生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

1 健康づくりの推進 1 地域ぐるみの健康づくりの充実

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 健康増進課 成人保健係 No 8

133



（様式2）

その他

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

職場により、実施している検診内容はバラバラであり、協会けんぽの被
扶養者にはがん検診がない。

①協会けんぽの中で、特定健診受診券配布時にがん検診のチラシ配
布に協力してもらえる企業に対して、チラシの送付を依頼する。（協会け
んぽと連携をとる）
②成果指標の数値目標を持ち、取り組んでいく。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い B　効率性が認められる C　あまり目標を達成していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.4 2,512,000

合　　　計 12,000 11,680 合　　　計 12,000 11,680

一 般 財 源 (100%) 12,000 11,680

そ の 他 (      )

(      )

県 支 出 金 (      )支
出
内
訳

役務費 12,000 11,680

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円）

(      )

決算額（円）

１回 １回 20事業所 ８事業所
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）開催回数 ＰＲ事業所数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
40

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

地域保健と職域保健の連携により、市
民にとって必要な情報提供の機会をよ
り増やしていくために、平成22年度に
両商工会議所と「がん検診受診率向上
のための協定」を締結した。

（目的）地域保健と職域保健の連携に
より、健康づくりのための情報を共有
し、保健事業の充実のために、ともに
出来ることを検討し、実施した。
(対象）職域(協会けんぽの事業所）

①小野田商工会議所では50名以上の47
事業所、山陽商工会議所では商工会議
所より選定された77事業所に対して、
実施している検診についてアンケート
を実施し、把握した。
②参加できる企業に対して、ともに検
討する場の機会を設けた。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 経常

1 保健衛生総務費

細　目 5 健康増進事業費 細々目 2 健康増進事業費（単独） 会計種別 一般会計

事業名 健康づくり地域職域連携事業

予算費目
款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

3
生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

1 健康づくりの推進 1 地域ぐるみの健康づくりの充実

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 健康増進課 成人保健係 No 9
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（様式2）

計画どおり事業を進めることが適当

その他

計画どおり事業を進めることが適当

A

効 率 性

A　効率性が高い

A

課 題

２０回２０回

C　あまり目標を達成していない

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　有効性が高いA　必要性が高い

事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

958,000

事務事業の評価

人工数（人役）

参加者数

909人

予算現額（円）

2,070人

活動支援（研修会）への参加者が少ない。 研修会の内容の検討。
研修会の内容が不参加の方にも伝わる体制を作る。

一 般 財 源

合　　　計

43.9

研修回数

目標値（単位） 実績値（単位）

国 庫 支 出 金

実績値B（単位）

成果指標
の到達度

（B/A）

成果指標

目標値A（単位）

決算額（円）

新規

1 PLAN

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　）

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

活動指標

％

中項目（施策） 小項目（基本事業）

女性の健康診査事業費 一般会計

大項目（政策）

細々目 16

保健衛生費 目

健康づくり事業費

改 善 策

(      )

957,662

経常

昭和53年に婦人の健康づくり推進事業
で食生活改善推進員の教育事業が加わ
り、昭和63年の第2次国民の健康づくり
対策、アクティブ80ヘルスプランに食
生活推進員の養成目標が算出された。
平成9年に地域保健法が施行。
市が食生活改善推進員を養成すること
となった。

（委託事業の目的）
地域住民の健康づくりを担うボラン
ティアとして、実践活動の推進を行っ
た。また、食生活を中心とした健康づ
くりに関する総合的な知識と技術を習
得し、地域と行政のパイプ役となっ
た。
（支援事業の目的）
地区住民の健康の保持増進に寄与する
食生活改善推進員の資質の向上を図っ
た。

（委託事業）
補助金の交付
（支援事業）
・事業検討会議(理事会等)への支援・
研修会の開催・委託事業への支援

平成２３年度　事務事業評価シート

歳出

237,662

事業名 食生活改善推進協議会への委託及び支援事業

4 衛生費

720,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

957,662(100%)

(      )

人 件 費 概 算

成 果 指 標 の 達 成 度有 効 性

人件費（円）

958,000

(      )

(      )

需用費 238,000

委託料 720,000

1

4 ACTION

2 DO

合　　　計

必 要 性

1,224,240

958,000

地 方 債

そ の 他

県 支 出 金

1

予算現額（円） 決算額（円）

1

健康企画係健康増進課

事業の内容（対象・目的・意図）

会計種別

予算種別

予算費目
款

細　目

支
出
内
訳

957,662

No

生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

健康づくりの推進

課名

事業実施の手段・手順

項

地域ぐるみの健康づくりの充実3 1 1
施策体系

保健衛生総務費

3 CHECK

0.35
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（様式2）

その他 健康づくりとしての食育に限らず、広く環境や地域振興まで波及することが期待できる。

BB
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要 事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

①受講生の参加募集をしたが、1コース4回、また、期間が6月から11月
までであったため、親子の参加者が集まりにくかった。
②筆記試験で、知識の評価はできたが、意識の変化は、作文では評価
しにくかった。
③筆記試験結果より、参加者の加工産品についての印象が薄く、プロ
グラム改善が必要。
④博士養成後、博士の役割が明確になっていない。

①1コース２回とし、７月・８月の夏休み中の開催とする。（H24年度より
実施）
②意識調査（アンケート）を事前事後で実施する。（H24年度より実施）
③加工産品の作られる過程を工場見学できるプログラムに改善する。
（H24年度より実施）
④博士の活動紹介を講座に取り入れたり、ネットワーク会議の中で食育
PRを博士が行うように依頼を行う。（H24年度より実施）

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある B　有効性が認められる B　効率性が認められる B　概ね目標を達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.55 2,723,680

合　　　計 549,000 515,343 合　　　計 549,000 515,343

一 般 財 源 (92.1%) 470,000

40,800

474,543

そ の 他 ( 7.9%) 79,000

(      )

県 支 出 金 (      )支
出
内
訳

需用費 549,000 515,343

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円）

(      )

決算額（円）

2コース 2コース 50名 48名
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）
ねたろう食育博士養成講座開催コース数
（親子コース・一般コース）

ねたろう食育博士養成数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
96

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

国は平成17年6月に「食育基本法」を制
定。
平成22年「山陽小野田市食育推進計
画」を策定。
地域の特性を生かした食育の推進を図
る。

（目的）
心も体も元気に過ごせるよう、生涯を
通じた健康づくりを実践するために、
食に関心をもち、食に関する知識につ
いて体験などをとおして身につけるこ
とで、健全な食生活を実践し、食育の
大切さを広くPR出来る人材を養成し
た。
(対象)
市民

4回1コースで2コース開催
環境課、商工労働課、厚狭高、花の
海、食推、スタイル部会等連携して実
施した。
えらぶ(選択）、たべる(消費）、つか
う(消費)、うむ(生産)の食育サイクル
を体験し、学んだ。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 経常

2 予防費

細　目 1 感染症予防費 細々目 4 地域保健対策健康づくり事業費 会計種別 一般会計

事業名 ねたろう食育博士養成講座事業（食育推進基本計画の推進）

予算費目
款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

健康企画係 No 2

小項目（基本事業）

3
生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

1 健康づくりの推進 1 地域ぐるみの健康づくりの充実
施策体系

大項目（政策） 中項目（施策）

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 健康増進課
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（様式2）

その他 健康フェスタと同時開催で事業を継続する。

A
計画どおり事業を進めることが適当

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い B　有効性が認められる B　効率性が認められる A　目標どおり達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.25 1,083,120

合　　　計 850,000 790,000 合　　　計 850,000 790,000

一 般 財 源 (      )

そ の 他 (      )

(      )

委託料 850,000 790,000 県 支 出 金 (100%) 850,000 790,000支
出
内
訳

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円）

(      )

決算額（円）

１回 １回 ５００人 ５００人
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）開催回数 参加人員

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
100

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

国は平成17年に食育基本法を制定。
平成18年に「食育推進基本計画」を策
定。国民運動として食育に取り組むこ
ととなった。
平成22年度に「山陽小野田市食育推進
計画」を策定。
(現状）平成21年度の実施したアンケー
ト結果より、「1日に野菜料理を3食と
も食べる人」の割合は24.4％と低い。

(目的）野菜摂取を増やし、若いころ
(子どもを含む）からの生活習慣病予防
するとともに、健康に関する正しい知
識の普及を図った。
(対象）全市民を対象にするが、20～30
歳代の子育て世代をターゲットにおい
た。

食育フェスティバルで講演会を実施し
た。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 経常

2 予防費

細　目 1 感染症予防費 細々目 4 地域保健対策健康づくり事業費 会計種別 一般会計

事業名 食育フェスティバル開催事業

予算費目
款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

3
生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

1 健康づくりの推進 1 地域ぐるみの健康づくりの充実

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 健康増進課 健康企画係 No 3
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（様式2）

A

その他

計画どおり事業を進めることが適当

A

効 率 性

A　効率性が高い

課 題

計画どおり事業を進めることが適当

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　有効性が高いA　必要性が高い

事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

事務事業の評価

麻しん撲滅のため国が定めている接種率は95％であり、それに達して
いない。

ＰＲの徹底等接種の積極的勧奨に努める。

一 般 財 源

合　　　計

B　概ね目標を達成している

132,842,000

118,848,763

人工数（人役）

国 庫 支 出 金

実績値B（単位）

成果指標
の到達度

（B/A）

成果指標

目標値A（単位）

定期予防接種の平均接種率

93.40%

予算現額（円）

95%

98.3

予防接種の種類

目標値（単位） 実績値（単位）

7（種類）7（種類）

決算額（円）

継続

1 PLAN

事務区分　(根拠法令) 法定受託事務 （　予防接種法　　 　　　　　　）

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

活動指標

％

大項目（政策）

細々目 11

中項目（施策） 小項目（基本事業）

予防接種費 一般会計

保健衛生費 目

感染症予防費

改 善 策

(      )

118,848,763

経常

疾病の流行防止、重症化の軽減を図る
ため予防接種法第３条に基づき予防接
種を実施。

免疫水準を維持する、接種機会を安定
的に確保するため実施。
対象者：予防接種法施行令に記載され
ている者

かかりつけ医で接種できるよう、県医
師会と委託契約を締結し、広域医療圏
で個別に実施。

平成２３年度　事務事業評価シート

歳出

62,917

事業名 定期予防接種事業

4 衛生費

(      )

(      )

118,707,246

79,500

（
割
合

）

財
源
内
訳

(      )

成 果 指 標 の 達 成 度有 効 性

人件費（円）

132,842,000

需用費 78,600

県 支 出 金108,500

132,654,000

(100%)

1

4 ACTION

2 DO

合　　　計

必 要 性

2,275,600
人 件 費 概 算

役務費

1

予算現額（円） 決算額（円）

2

母子保健係健康増進課

事業の内容（対象・目的・意図）

会計種別

予算種別

予算費目
款

細　目

支
出
内
訳

118,848,763

委託料

No

生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

健康づくりの推進

課名

事業実施の手段・手順

項

施策体系

保健衛生費

3 CHECK

0.75

132,842,000

地 方 債

そ の 他

保健サービスの充実3 1 2
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（様式2）

その他
積極的勧奨の対象でない、任意予防接種であるが、平成25年度からは定期予防接種に位置づけられる予定である。子宮
頸がん予防ワクチンは慢性の経過をたどり、がん等の死に至る可能性が高い疾病をおこし、多くの者が死亡するなど重大
な社会的損失をある程度予防できることを考えると今後とも必要な事業である。

AA
計画どおり事業を進めることが適当 計画どおり事業を進めることが適当

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

4 ACTION
課 題 改 善 策

子宮頸がん等ワクチン接種事業の対象接種率が悪い。 定期予防接種受診勧奨の機会にあわせた接種勧奨をする。

効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い A　目標どおり達成している

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.7 2,448,480

合　　　計 102,492,000 91,689,907

一 般 財 源 ( 55%) 52,392,000

合　　　計 102,492,000 91,689,907

そ の 他

50,411,907

(      )

(      )

( 45%)

78,603

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

(      )

歳入

支
出
内
訳

需用費 79,500

委託料 102,304,000

役務費 108,500 62,916

100

予算現額（円） 決算額（円）

％

2 DO

91,548,388 地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円）

50,100,000 41,278,000

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

4種類 4種類 42% 42.10%

平成２２年度末に子宮頸がん等ワクチ
ン接種促進事業が事業費の１/２補助を
厚生労働省から県への基金として開始
された。平成25年度末までの事業であ
る。

免疫水準を維持する、接種機会を安定
的に確保するため実施。

子宮頸がん等ワクチン接種の種類
　　　　　子宮頸がん予防ワクチン
　　　　　ヒブワクチン
　　　　　小児用肺炎球菌ワクチン
　　　　　ＢＣＧ
対象者：子宮頸がん等ワクチン接種促
進事業の実施についてに記載されてい
る者

かかりつけ医で接種できるよう、県医
師会と委託契約を締結し、広域医療圏
で個別に実施。

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）予防接種の種類 子宮頸がん等ワクチン接種促進事業の１回目平均接種率

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 臨時

1 予防接種費 会計種別 一般会計細　目 1 感染症予防費 細々目

2 保健衛生費4 衛生費 項 1

No 2

小項目（基本事業）

3
生涯を通じた健康づくり・地域医療
体制の整備

1 健康づくりの推進 2 保健サービスの充実

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 健康増進課 母子保健係

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策）

事業名 任意予防接種

予算費目
款 保健衛生費 目
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